


















　　In social welfare system, the user-led system-building has been encouraged with a 
paradigm shift from administration to individual contracts, through the reform of social 
welfare infrastructure. A more attention has been paid to a management sector in terms of 
social welfare service. Accordingly, welfare management education has been emphasized 
following the reform of the curriculum of the social welfare workers’ training. As a result 
of interviews conducted for the students who have completed the field training, the classes 
using concrete case studies promoted better understanding of students, and, furthermore, 
such classes enhanced further practical capabilities especially after experiencing the field 
work. The results of the above research leads to the further issues such as better relations 
among subjects and the re-consideration of the curriculum of field training.

























































時点の登録者数は 157,310人となっている。2012（平成 24）年 1月 29日実施の第 23回



































































































































































































指定した施設・事業の範囲内から（昭和 62年厚生省告示第 203号及び平成 18年厚生労
働省告示第 587号参照）、各学生の選択によって現場実習が実施されるべきである。しか
し、上記①～③の施設・機関を実習先としている目的は次のとおりである。たとえば、高
齢者福祉施設については、「実習契約施設においては、介護職＋相談員の実習を行うことを
基本とした実習プログラムが組まれていること」、「介護保険法施行により介護報酬での施
設経営や民間企業の参入・競合により利用者から選ばれるためのサービス提供のあり方が
求められるようになったこと」、障がい者福祉施設については、「障害者自立支援法施行に
より契約利用となったことから、就労支援を含めた地域における利用者本位のサービス提
供のあり方が求められるようになったこと」、「家族や地域における社会資源活用やチーム
アプローチのあり方などを学べること」、社会福祉協議会については、「『社会福祉法第 4
条　地域福祉の推進』により、組織の目的と住民参加による運営が明確にされたこと」、
「組織として財源確保と経営努力が求められること」など、社会福祉サービスとして今後
ますます必要とされる福祉経営の視点を養うことにある。
　そして、上記の実習を実施するにあたって、実習指導では、『導入教育』・『事前学習』・
『実習中』・『事後学習』の 4段階に分けて教育を行っている。
（1）導入教育
　導入教育では、まず学生との信頼関係を構築し、社会で通用するマナーとしての基本的
態度と大学生としての学士力を養うことが出来るような対応を心がけている。また、学生
はやる気があっても不安が大きく、自己開示や自分自身の課題について直面化を避けたい
と思っていることもある。そこで、ボランティア体験や視聴覚学習などを通して、本人の
“可能性や力”を引き出し、自分自身で“良さ”や“強さ”を認めることができるような
工夫をしている。
（2）事前学習
　事前学習では、期待とともに不安を抱えているが学生が、自信をもって主体的に実習に
取り組めるようになるために、実習に関わる事項については“言語化”できるようにして
いる。具体的には、実習の目的・内容・方法・記録の意義などの講義に加え、演習におけ
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るロールプレイ、分野別施設見学、グループ学習として実習先施設の機能・役割・利用者
についてまとめたりすることで実習のイメージづくり、自己覚知を深められるようにして
いる。そして、それらをもとに、利用者・職員などとのかかわりだけではなく、施設運営
理念や方針を含めた“福祉経営”を意識した実習課題を立てるようにしている。
（3）実習中
　実習中は、利用者・職員とのかかわり、大学で学んだ技術を実践してみることで新鮮な
学びを得るとともに、自分自身の中で違和感を感じたり、悩んでいる学生もいる。そこ
で、実習巡回においては、まずは“あるがままの学生を受け止め”、さらに次のステップ
を踏み出せるような対応を行っている。
（4）事後学習
　事後学習では、実習振返りなどグループスーパービジョンだけではなく、実習記録や評
価表をもとに個別スーパービジョンを行い、学生の“実習における気づき”、“社会福祉専
門職を目指す上での自分自身の傾向や課題”を明確化するようにしている。また、『実習報
告書の作成』、『実習総括発表会』などを通して対人コミュニケーションに必要な“プレゼ
ンテーション技術”についても習得できるようにしている。
　実習終了後の実習振返りにおいて、学生たちは、「実習Ⅰでは、施設利用者の生活の実際
と利用者主体のサービス提供、言語的・非言語的コミュニケーションのとり方、利用者の
ニーズ把握、受容や共感的態度という援助者の基本的態度を学んだ。実習Ⅱでは、他職種
との協働、他機関や家族・ボランティアといった社会資源の理解、施設運営理念の理解、
相談援助場面における援助者としての面接技術などを学び、さらに、援助者としての今後
の課題を自己覚知できた。」と語っている。
6．まとめと課題
　今日、社会福祉、また社会福祉士の知識として福祉経営が重視されるようになってきて
いることは、社会福祉士養成のためのカリキュラムが改正されたことでも理解できる。ま
た、現場実習を通して、専門知識・専門援助技術・関連知識を実際に活用し、習得するこ
とは、社会福祉士養成のためには必要不可欠である。本学では、「経営学に基礎をおく社会
福祉士養成教育」を旧カリの時期から行っており、1年次に経営学の基礎を学び、2年次
からコースを選択し、経営系科目と社会福祉系科目を学び、さらに国家試験受験資格取得
のための現場実習を経験することで社会福祉専門職としての経営の知識を体得するように
してあり、新カリでうたわれた内容を先取りしていたと評価できる。
　そして、福祉経営に関する重要キーワードの理解、社会福祉系科目から学習したことの
自己分析、援助者としての実践力につながった項目や現場実習での学びについてのインタ
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ビューから、具体的事例を示すことや演習の重要性が追認できた。また、本学は経営系の
学部であり、社会福祉系大学と比較して必ずしも実習・実習指導の体制が整っているとは
いえないが、授業で学習した内容を実習を通して実践的に学ぶことで、「知る」だけではな
く、「理解する」という学習成果につながっていると考えられる。
　今後の教育上の課題としては、次の 3点が考えられる。まずは、実践力の高い社会福
祉士養成を行っていくための科目間連携である。社会福祉士養成教育の視点からとらえた
場合、現在、経営系科目と社会福祉系科目は整合性のとれたカリキュラムになっていると
はいいがたい。今後は、その内容や進捗状況、学習状況と整合させた社会福祉士養成カリ
キュラムを作成する必要がある。
　次に、福祉経営コースの特徴をいかしつつも、前述した『権利擁護』『生活構造』『相談
援助』『地域支援』『福祉経営』『実践研究』の 6領域のバランスがとれた社会福祉士養成
を行うことである。そのためには、社会福祉士養成教員として、上記の科目間連携ととも
に、学生が実習を通して実践力を涵養していけるように、今後目指すべき社会福祉士像を
学生へ伝達できるようなスーパービジョンを実施することが求められるであろう。また、
『生活援助』や『地域支援』に重点が置かれがちな現場実習において、今後は実習先施設
担当者とともに、『福祉経営』についての理解を深めていくための実習カリキュラムを検討
していく必要があると実感している。
　最後に、本論考では学生の主観的理解度による学習成果にとどまっているため、今後は
客観的な判断ができるような指標などを開発していきたい。
注
1） 米本秀仁、“社会福祉援助技術現場実習の意義と位置づけ”福山和女・米本秀仁編著，『社
会福祉士養成テキストブック 5　社会福祉援助技術現場実習指導・現場実習』、ミネル
ヴァ書房、2002年、 pp4-5
参考文献
・櫻木晃裕（編著）　『女性のキャリア・チェンジと人間行動』、静岡学術出版、2011年
・社団法人日本社会福祉士会編集　『新 社会福祉援助の共通基盤・下　第 2版中央法規、
2009年
・社団法人日本社会福祉士会編集　『社会福祉士実習指導者テキスト』、中央法規、2009
年
・社団法人日本社会福祉士養成校協会編　『相談援助実習指導・現場実習教員テキスト』、
中央法規、2009年
・社会福祉事業の経営基盤と人材確保に関する調査研究委員会
　『社会福祉施設における人材確保と育成に関する現況と提言』、
　社団法人東京都社会福祉協議会、2007年
・社会福祉士・介護福祉士・社会福祉主事制度研究会　『社会福祉士・介護福祉士・社会
福祉主事関係法令通知集』、第一法規、2002年
・社会福祉士養成講座編集委員会　『新・社会福祉士養成講座 11　福祉サービスの組織と
経営』、中央法規、2009年
共栄大学研究論集　第 11号
―　66　―
・塩次喜代明・高橋伸夫・小林敏夫、『経営管理』、有斐閣アルマ、2007年
・浦和大学 HP（http://www.urawa.ac.jp，2011.9.6）
・九州保健福祉大学 HP（http://www.phoenix.ac.jp，2011.9.6）
・近畿医療福祉大学 HP（http://www.kinwu.ac.jp，2011.9.6）
・甲子園大学 HP（http://www.koshien.ac.jp，2011.9.6）
・公立大学法人岩手県立大学 HP　（http://www.iwate-pu.ac.jp，2011.9.6）
・聖カタリナ大学 HP（http://www.catherine.ac.jp，2011.9.6）
・西武文理大学 HP（http://www.bunri-c.ac.jp，2011.9.6）
・日本社会事業大学 HP（http://www.jcsw.ac.jp，2011.9.6）
